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１．はじめに 
ラスモルタル外壁は､現在､ひび割れ防止や耐久性に関

する構法および材料などの技術開発が進み､首都圏を中

心に普及しており､また､住宅の耐震性を向上させること

も可能 1)であることが既往の研究により明らかになって

いる。しかし､これまでの大規模な地震の際､不適切な設

計･施工により､数多くのモルタル外壁が剥離･剥落して

きた。外装材は､現在まで非構造部材として扱われてき

たこともあり､長期的な耐震性や剥離･剥落性へ及ぼす劣

化要因についての調査･研究が充分には進んでいない。 
乾燥収縮等により､モルタル層に幅 0.2～0.3mm 以上の
ひび割れが発生した場合､雨水が浸入しやすく 2)なり､こ

の水が壁内に浸入すると下地材や躯体材が腐朽する危険

性が高まる。特に､枠組壁工法住宅や根太を省略した住

宅では､床下から壁内への空気の流入が無く､壁内の気密

性が高い為､モルタル直張り等で早期に壁内の構成部材

が劣化する事例が検査機関等より報告されている。 
地震時に外装材が著しくひび割れたり剥落したりした

場合は､建物全体の耐震性が低下するだけではなく､下地

や躯体材となる木材及び木質材料等が露出し､延焼･類焼

により都市火災に繋がる恐れもある。 
このため､モルタル外壁の耐震性､剥離･剥落性及びそれ

らに影響する劣化要因を明らかにすることを目的として

木質構造住宅におけるモルタルの外壁設計･施工の実態

に関するアンケート調査､および解体予定住宅における

モルタル外壁の劣化状況実態調査を実施した。本稿その

１はそれらの概要を示す。 
以下､その 2 では耐震性､剥離･剥落性に関係する設計･
施工状況の実態､その 3 では雨水浸入等の劣化要因に関
係する設計･施工状況の実態を報告する。さらに､その 4
では実態調査における雨水浸入状況及び構成材料の劣化

状況を報告する。 

２．設計･施工アンケート調査概要 
モルタル外壁の設計･施工が適切であるか否かを判断す

る拠り所として､様々な規制及び推奨仕様がある。 
建築基準法においては､防火規制地域で砂モルタルを使

用する場合､その厚さが規定されおり､既調合軽量モルタ

ルを使用する場合は､設計前に認定内容を確認して､室内

表面から屋外表面までの壁体全体を構成する必要がある。 
建築工事標準仕様書 JASS 15 左官工事では､図―1～3

のような詳細な仕様が規定されている。特に昨年の 10
月 1 日からは､表―1に示す住宅瑕疵担保責任保険の設計
施工基準が規定され､モルタル外壁については防水紙、

ラス等の種別の明確化、外壁開口部まわりの防水テープ

張り等､雨水浸入や劣化防止の対策が示されている。ま

た、住宅金融支援機構の木造住宅工事仕様書では､表―2
に示す他、雨水浸入対策の詳細な内容が示されている。 
アンケート調査では､各地域において JASS 15 及び上記
に示す仕様等が現場にて適用されているのか､また､長期

に亘り初期性能が確保出来る仕様となっているのか等を

明確にすることを目的の一つとしており､2009 年 8 月､
(社)日本左官業組合連合会の会員 1,000 名を対象にして､
表－3 に示す通りアンケート調査票を配布した。調査票
の配布数は､調査地域の人口や住宅保証機構データブッ

クを参考とし､モルタル外壁の普及割合を考慮して調整

した。調査内容は､｢会社･担当者｣､｢設計･施工｣､｢雨漏れ

対策｣､｢直張り構法｣､｢通気構法｣､｢材料･施工の選定､参

考図書｣の 6項目とした。 

 
図－1 JASS 15に準じた直張り構法の例 

 
図－2 JASS 15に準じた単層下地通気構法の例 
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回答者の 79.8%（全国平均）が従業員 10 名以下の会社に勤務
しており､工事の対象建物の 62.3%が在来軸組構法住宅､工事の
依頼元は 75%が地元工務店であった。なお､住宅瑕疵担保履行法
以降においては､生産､設計･施工に関する状況が異なっているこ

とも考えられる為､重要な部分を抽出し､再調査する予定である。 
３．雨水浸入及び劣化実態調査概要 
外壁の仕様､壁体内への雨水浸入や劣化状況及びこれらの要因

を詳細に調べる為､内外装材等を撤去して調査を行うことが可能

な東京都内の解体予定の戸建て木造住宅を対象として実施した。

その結果をその 4に示す。 
４．まとめ 
アンケート調査は､住宅瑕疵担保履行法の完全施行の直前に実

施したが､推奨仕様以外の設計･施工法による割合が高い地域が

存在した。解体建物による実態調査では､不適切な構法･材料に

よる外壁に雨水浸入の痕跡が数多く認められたが､下地や躯体は

あまり劣化していないものも存在した。これらは､軒及び庇の出

を長く確保して雨掛かりを少なくしており､さらに根太等の隙間

から床下の空気が壁内へ流入している為､著しい劣化に至らなか

ったものと思われる。乾式工法では､通気工法が一般化している

が､モルタル外壁では普及していない。通気工法は､外装材から

通気層へ雨水が浸入した場合､層内を流下して戸外へ排出し得る。

さらに､壁内結露対策にも有効となる。従って､モルタル外壁の

耐久性及び信頼性を向上させるには､通気構法の普及が肝要と思

われる。 

表－1 設計施工基準（住宅瑕疵担保責任保険､抜粋） 
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部位 仕 様 

通気層室内側 JIS A 6111に適合する透湿防水シート又はこれと同等以
上の透湿性能及び防水性能を有するものとする。 

直張り 
通気層屋外側 

JIS A 6005に適合するアスファルトフェルト 430又はこ
れと同等以上の防水性能を有するもの（透湿防水シート

を除く）とする。 
防水紙の重ね 防水紙の重ね合わせは､縦､横とも 90mm以上とする。 

開口部の周囲 サッシ､その他の壁貫通口等の周囲は､防水テープを用い
防水紙を密着させることとする。 

下地 ラス張り（平ラスを除く）とする。 

普通モルタル 防水上有効な仕上げ又はひび割れ防止に有効な措置を施
す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－3 JASS 15に準じた二層下地通気構法の例 

表－2 モルタル外壁の構法と軒及びけらばの出の関係 
木造住宅工事仕様書（住宅金融支援機構､抜粋） 
構法 軒､けらばの出 仕上げ 
通気構法 － － 

その他の 
構法 

30cm以上 雨水の浸入を防止する

有効な仕上げ 
60cm以上 － 

表―3 アンケート調査票の配布と回収状況 

No.
都道
府県

地　域 配布数 回収数
全国に対する
回収割合

1 北海道 30 19 63%
2 青森 15 5 33%
3 岩手 15 3 20%
4 秋田 15 4 27%
5 山形 15 4 27%
6 宮城 30 9 30%
7 福島 15 4 27%

8 群馬 15 0 0%
9 栃木 15 3 20%
10 茨城 15 8 53%
11 埼玉 30 10 33%
12 東京 100 28 28%
13 千葉 30 3 10%
14 神奈川 80 33 41%

15 山梨 15 1 7%
16 新潟 15 7 47%
17 長野 15 6 40%
18 富山 15 7 47%
19 石川 15 0 0%
20 福井 15 4 27%

21 静岡 15 4 27%
22 愛知 30 7 23%
23 三重 15 8 53%
24 岐阜 15 8 53%

25 滋賀 15 8 53%
26 京都 30 15 50%
27 和歌山 15 4 27%
28 大阪 50 10 20%
29 兵庫 30 9 30%

30 鳥取 15 9 60%
31 岡山 15 11 73%
32 広島 20 2 10%
33 島根 15 7 47%
34 山口 15 3 20%
35 香川 15 1 7%
36 徳島 15 2 13%
37 高知 15 0 0%
38 愛媛 15 1 7%

39 福岡 30 17 57%
40 佐賀 15 0 0%
41 長崎 15 3 20%
42 熊本 15 3 20%
43 大分 15 6 40%
44 宮崎 15 1 7%
45 鹿児島 15 5 33%
46 沖縄 15 3 20%

1000 305 30.5%

九州

北海道・東北

関東

甲信越・北陸

東海

近畿

中国・四国

28%

回収率

15.8%

28.1%

8.3%

8.9%

15.2%

11.9%

12.5%

36%

30%

28%

36%

33%

26%
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